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iま え が き

ま　え　が　き

　これまで電波で行われていた宇宙通信への光の適用は，1960年代に検討が始

まり，1990年代には人工衛星との通信実験で成功が示されました。その後，多

様な研究開発と実験によって，現在は宇宙光通信システムが実用化の段階に

迫っています。

　さまざまな研究開発で得られた知見は多数の論文や書籍として発行されてい

るものの，和文の書籍はわずかであり，その書籍の発行からも長い年月が経っ

ているそうです。本書はこうした状況を背景に，これから宇宙通信および光の

空間伝搬を利用した通信技術に関する研究開発を行う技術者や研究者，同技術

について学ぼうとしている学生に向けて執筆した入門書です。

　まず，宇宙通信が必要とされる状況において，これまでの宇宙光通信の実施

例や見出されている課題について整理します。2章では，本書で述べられる技

術項目に共通する基礎事項として，電磁波の伝搬と回折について述べます。3

章では，宇宙光通信システムについて概説し，システムの機能構成，捕捉追

尾，通信方式について具体例を示します。4章では，光通信装置に含まれる各

機能の詳細を述べ，宇宙環境で使用する装置に考慮することが不可欠な放射線

の影響などについても説明を加えます。5章では，光の通信回線を確立するた

めの捕捉追尾について紹介します。6章では，宇宙と地上とを光通信で結ぶ場

合に避けられない大気の影響について解説します。7章では，宇宙光通信の運

用について述べます。一般的な衛星運用と，光通信の運用に特有の事項につい

て説明します。8章では，各国の宇宙機関が中心的な役割を担って進めている

宇宙光通信の技術標準化の議論と，宇宙光通信の研究開発動向として現在進行

中の事例および今後の計画について紹介します。

　それぞれの章においては，重要項目をできるだけ丁寧に説明するとともに，
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数式も導出過程を容易に追跡できるように意識しました。これにより，各説明

に含まれる仮定や条件への理解が促進されると思われます。各章の執筆担当は

それぞれ，宇宙光通信の研究開発，運用および標準化に関する業務を経験して

います。実務を通じて得た知見に基づく記述は，宇宙光通信の分野に関わる

方々に大いに参考になるものと信じます。

　最後に，宇宙光通信に関する書籍を発行することの意義を示唆し，執筆作業

においても多大なるご協力を頂いたコロナ社の皆さんに御礼を申し上げます。

また，互いに異なる組織，機関に所属しながらも，宇宙光通信の魅力と重要性

を共有する同朋である本書の執筆者に感謝します。
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viii 記 号 表

記　 号　 表

● 2 章
E ：電界ベクトル〔V/m〕
D ：電束密度ベクトル〔C/m2〕
B ：磁束密度ベクトル〔T〕
H ：磁界ベクトル〔A/m〕
J ：電流密度ベクトル〔A/m2〕
σ ：導伝率〔S/m〕
ρ ：電荷密度〔C/m3〕
ε ：媒質中の誘電率〔F/m〕
ε0 ：真空中の誘電率〔F/m〕
εs ：比誘電率
μ ：媒質中の透磁率〔H/m〕
μ0 ：真空中の透磁率〔H/m〕
μs ：比透磁率
ux，uy，uz ：直交座標系（x，y，z）におけ

るそれぞれの方向の単位ベ
クトル

Ex，Ey，Ez ：電界の（x，y，z）成分〔V/m〕
Hx，Hy，Hz ：磁界の（x，y，z）成分〔A/m〕

n ：媒質の屈折率
v ：媒質中の電磁波の位相速度

〔m/s〕
c0 ：真空中の光の速度〔m/s〕
λ ：媒質中の波長〔m〕
λ0 ：真空中の波長〔m〕
f ：周波数〔Hz〕
ω ：角周波数〔rad/s〕
k ：媒質中の波数〔rad/m〕
k0 ：真空中の波数〔rad/m〕
I ：光の強度〔W/m2〕
w0 ：ビームウェスト〔m〕
w（z） ：ビーム半径〔m〕
R（z） ：波面の曲率半径〔m〕
ϕ（z） ：Gouy位相〔rad〕
θB ：ガウスビームの広がり角

〔rad〕

● 3 章
Ltotal ：送受信間での全損失
GTX ：送信光アンテナ利得
LTX ：送信光学系の損失
LP ：指向誤差による損失
LTX_WFE ：送信光学系の波面誤差によ

る損失
LS ：空間伝搬損失
GRX ：受信光アンテナ利得

LRX ：受信光学系の損失
LT ：追尾誤差による損失
LRX_WFE ：受信光学系の波面誤差によ

る損失
LFC ：光ファイバの結合損失
DTX ：送信光アンテナの開口径
λ ：光の波長
θP ：指向誤差
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σTX ：送信光学系の波面誤差
R ：光の伝搬距離
DRX ：受信光アンテナの開口径
θT ：追尾誤差
σRX ：受信光学系の波面誤差
d ：光ファイバのモードフィー

ルド径
J1（x） ：第一種ベッセル関数
Pe ：受信電力対符号誤り率
γ ：ベースバンドでの信号対雑

音比（SNR）
I ：コヒーレント光通信におけ

る位相検波信号電流
η ：光電検出器の量子効率
e ：電荷素量
h ：プランク定数  

（＝6.63×10－34　〔J/s〕）
ν ：光の周波数
Ps ：受信信号光パワー
PLO ：局発光パワー

σH
2 ：コヒーレント光通信におけ

る雑音の分散
σLOshot

2 ：局発光ショット雑音の分散
σSIGshot

2 ：信号光ショット雑音の分散
σthermal

2 ：熱雑音の分散
σRIN

2 ：局発光相対強度雑音の分散
γshot-noise-limit ： ショット雑音限界時の信号

対雑音比（SNR）
Nrequired ：符号誤り率 Peを実現する

ために必要な単位ビット当
りの光子数

I1 ：IMDD方式におけるマーク
時の信号の平均

I0 ：IMDD方式におけるスペー
ス時の信号の平均

σ1 ：IMDD方式におけるマーク
時の雑音の標準偏差

σ0 ：IMDD方式におけるスペー
ス時の雑音の標準偏差

M ：APDの増倍率

● 4 章
Rearth ：地球半径
z ：地球中心から GEOまでの

距離
h ：LEOの高度
VLEO ：LEOの軌道速度
θ ：LEOの軌道位置が地球中

心からなす角度
Δθ ：LEOの移動に伴って生じ

る角度ずれ量
G ：万有引力定数
M ：地球質量
VGEO ：GEOの軌道速度
TGEO ：静止軌道での軌道周期

fDOP-GEO ：GEO側の受信器から見た
視線方向のドップラシフト

λLEO ：LEOの送信波長
τd ：自己遅延ヘテロダイン検波

における遅延時間
Sd（ f） ：自己遅延ヘテロダイン検波

における受信信号
fs ：中間周波数
Ein ：MZM入力光電場
φ0 ：光位相
E1，E2 ：各アームの光電場
Eout ：MZM出力光電場
r ：反射係数

記　 号　 表

● 2 章
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t ：透過係数
Vπ ：半波長位相変調電圧
ε ：楕円率
δ ：直線偏光の偏光角
n ：媒質の屈折率（差を取る）
fm ：変調信号の周波数

PLO ：参照用レーザの光パワー
ν0 ：キャリア光周波数
h ：プランク定数
δf ：レーザ線幅（半値全幅）
δ（ f） ：デルタ関数

● 5 章
αG ：静止衛星から地心を指す方

向と低軌道衛星を指す方向
のなす角〔rad〕

βG ：低軌道衛星の天頂方向と低
軌道衛星から静止衛星を指
す方向のなす角〔rad〕

γG ：低軌道衛星の軌道面の法線
方向と地心から静止衛星を
指す方向のなす角〔rad〕

RE ：地球の平均半径〔km〕
HLEO ：低軌道衛星の高度〔km〕
HGEO ：静止衛星の高度〔km〕
RG ：地心と静止衛星の距離

〔km〕

TLEO ：低軌道衛星が地球を 1周す
る時間〔s〕

G ：万有引力定数〔km3kg－1s－2〕
M ：地球質量〔kg〕
αE ：低軌道衛星から地心を指す

方向と，地上局を指す方向
のなす角〔rad〕

βG ：地上局の天頂方向と地上局
から低軌道衛星を指す方向
のなす角〔rad〕

γG ：低軌道衛星の軌道面の法線
方向と，地上局の天頂方向
のなす角〔rad〕

● 6 章
Tatm ：透過率
τ ：大気減衰係数
λ ：波長〔m〕
α ：吸収係数
β ：散乱係数
βfog ：霧による減衰量〔dB/km〕
V ：視程〔km〕
pfog ：霧の粒子のサイズ分布を表

す係数
αrain ：雨による減衰量〔dB/km〕
k1，k2 ：波長や雨粒の特性に依存す

る係数
R ：降雨量〔mm/h〕
αsnow ：雪による減衰量〔dB/km〕
a ：雪の性質に依存する定数
b ：雪の性質に依存する定数
S ：降雪量
n ：屈折率
P ：大気圧〔hPa〕
T ：絶対温度〔K〕
〈　〉 ：平均
l0 ：インナースケール〔m〕
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L0 ：アウタースケール〔m〕
Dn（r） ：屈折率構造関数
Cn
2 ：屈折率構造定数
Φ（κ） ：Kolmogorovスペクトル
σR
2 ：Rytov分散

h ：高度〔m〕
H ：受信機/送信機の高度〔m〕
A ：地表付近の Cn

2

w ：RMS風速〔m/s〕
θ0 ：アイソプラナティック角

〔rad〕
r0 ：大気のフリードパラメータ

（コヒーレンス直径）〔m〕
Vg ：地上風速〔m/s〕
hs ：海抜基準での地表の高さ

〔m〕
h0 ：地上基準高度〔m〕
p，M ：スケーリングファクタ
I ：照射強度〔W/m2〕
σI
2 ：シンチレーションインデッ

クス
σ2I，pl ：平面波におけるシンチレー

ションインデックス
σ2I，sph ：球面波におけるシンチレー

ションインデックス
W0 ：ビームウエスト〔m〕
F0 ：ビーム曲率
2F1 ：ガウス超幾何関数
WST ：短期ビーム半径〔m〕
WLT ：長期ビーム半径〔m〕
βa ：到来角度〔rad〕
DRX ：受信開口径〔m〕
ζ ：天頂角〔rad〕
Am ：開口平均効果
θp ：光行差補正角量〔rad〕
V ：相対速度〔m/s〕
Γ ：ガンマ関数
Kα－β ：修正ベッセル関数
IT ：受信強度閾値
DS ：位相構造関数

● 7 章
x— ：A，B，…，N局のグループに

より計算される運用稼働率
txi ：全観測時間 Tにおいて A，

B，…，N局のうち，少なく
とも一つが晴天と判断され
る時間

T ：指定解析期間の全観測時間
γi ：txi 期間で晴れている場所

がどこにもない：0，また
は，txi期間で晴れている場
所が少なくとも一つ：1

n ：指定期間の画像枚数
xi ：A点の i番目の晴天時間
x— ：A点の平均の晴天時間
yi ：B点の i番目の晴天時間
y— ：B点の平均の晴天時間
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11.1　宇宙活動の状況

1
宇宙光通信への期待

　宇宙活動には，ロケットの打上げや人工衛星の開発，通信，放送，地球観
測など多岐にわたる活動が含まれ，有人宇宙探査や深宇宙領域の探査，多数
の衛星による宇宙通信ネットワークの構築など，宇宙利用の可能性は年々広
がっている。
　人類の発展，宇宙空間の解明，地球環境保護など宇宙活動の理由はさまざ
まであり，近年は科学的知識の向上だけでなく，経済活動や社会基盤の整
備，安全保障への貢献も注目されている。本章では，世界的規模で進められ
ている宇宙開発や宇宙利用の活動の事例を挙げ，これらの活動を支える宇宙
光通信の必要性および課題について述べる。

 1.1 宇宙活動の状況

　本節では，われわれの生活基盤に不可欠であり，科学，経済，安全保障など

に関しても重要な宇宙領域の利用を概観し，さまざまな宇宙活動において使用

される無線通信の周波数帯について述べる。使用する周波数帯の分配について

は，世界の国々が三つの地域に区分されていることを示し，そこで使用される

周波数帯の名称を一覧にする。また，宇宙活動における留意すべき環境として

スペースデブリの現状を紹介し，本節の最後に，次世代の移動体通信ネット

ワークにおける人工衛星の役割を述べる。

1.1.1　宇宙領域の利用

　1957年に最初の人工衛星が打ち上げられて以降，さまざまな人工衛星の開発
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1．宇宙光通信への期待2

と運用によって，現在のわれわれの生活に不可欠な機能が提供されている。宇

宙領域の利用は，これまでにない経済活動，社会活動，および安全保障に関わ

る活動を促進する手段となる。このため，国際的な競争と協力の重要性が急速

に高まっており，わが国においても宇宙活動の自立性の確立，およびその維持

と強化のための戦略的な宇宙政策が講じられようとしている1）†。

　すでに日常の基盤となっている気象観測，放送，通信，測位などは，人工衛

星の利用によって提供される機能の代表例である。また，同時に広い範囲を覆

うことができる人工衛星の特性は，地球規模で起きている環境課題の把握と解

決に有益な情報収集を可能とし，持続可能な開発目標（sustainable develop-

ment goals，SDGs）に沿った活動へも大きく貢献する2）。防災や減災，災害時

にも，迅速な対応のための重要な情報の獲得と共有の手段として人工衛星は活

用されている。これらは皆，経済活動や社会活動が宇宙システムへ強く依存し

ていることの例証といえる。

　宇宙科学の分野では，深宇宙が注目を集める領域の一つとなり，大型の望遠

鏡を搭載した人工衛星や，小惑星のサンプルを採取して地球へ運ぶための探査

機などが打ち上げられている。特に火星では，将来の人類の居住対象とみなし

た探査が進んでおり，欧米が計画する火星からのサンプルリターンに加えて，

アジア圏においても日本や中国がサンプルリターンを計画している3）～6）。宇宙

科学の分野には，多くの国々と民間事業者の参画が求められており，低軌道を

周回する国際宇宙ステーション（International Space Station，ISS）の運用と並

行して，月の探査計画が推進されている7）～9）。

　宇宙領域は近年，安全保障に関連した活動の場となっており，人工衛星の情

報収集機能，測位機能，通信機能などへより一層の強化が求められている。ま

た，宇宙への輸送システムを保有することは，宇宙活動の自立性の確保に必須

であるため，世界的には，宇宙へ大型貨物を輸送できるシステムの開発が盛ん

となっている。これまではアメリカ，中国，ロシアのみが実施できていた有人

†　 肩付数字は，巻末の引用・参考文献の番号を表す。
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31.1　宇宙活動の状況

輸送についても，欧州やインドが独自に必要技術の獲得を目指している1）。

1.1.2　周 波 数 分 配

　宇宙領域におけるさまざまな活動を行うには，無線通信技術が不可欠であ

る。多数の無線通信システムが同時利用される状況では，送受される無線信号

間の干渉や混信による影響を回避するため，国際的に地域別，目的別などで割

り当てられている周波数利用の遵守が求められる。

　使用する周波数の割当ては，国際電気通信連合の無線通信規則第 5条に図

1.1のように示されている10）。この割当ては世界を三つの地域に区分しており，

日本は第三地域に含まれている。
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図 1.1　周波数分配のための地域区分10）

　また，国際電気通信連合による周波数の国際分配に基づいて決められる日本

国内での周波数の分配を図 1.2，表 1.1に示す11）。同図表において，衛星通信は

極超短波，マイクロ波およびミリ波の区分に記されている。
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51.1　宇宙活動の状況
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【あ行】
アイソプラナティック角  
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アウタースケール 111
アクチュエータ 123
アダプティブオプティクス  

 124
アナログコヒーレント方式  

 62
位相変調 60
インナースケール 111
宇宙機関間運用諮問グループ 

 12
宇宙通信の運用 134
宇宙データシステム  
諮問委員会 12, 136

エアリーパターン 37
エルビウム / イッテルビウム
共添加ファイバ 78
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開口平均効果 122
回 折 31
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ガウスビーム 30
カセグレン焦点 96
干 渉 21
ガンマガンマ分布 130
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逆フーリエ変換 26
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グイ位相 30
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屈折率構造関数 111
屈折率構造定数 111
雲回避ネットワーク 150

経緯台型 92
結合損失 47
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光行差補正 127
光行差補正部 42
高速駆動鏡 103, 123
小型アクチュエータ型 103
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国際電気通信連合 135
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コマンド受信機 88
コンステレーション 7
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サイトダイバーシティ  
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指向誤差 45
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自己遅延ヘテロダイン検波  
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シャック・ハートマンセンサ  

 124
自由空間光通信 39
周波数雑音 66
周波数分配 3
周波数変調 60
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ショットノイズ限界検出 48
シングルイベント効果 81
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シンチレーション  
インデックス 117
振幅変調 60
スパイラルスキャン 101
スパイラル走査 52

スペースグレード品 60
スペースデブリ 7
制御システム 124
静止軌道 63
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精追尾機構 42, 123
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前方誤り訂正符号 126
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相対強度雑音 66, 75
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低軌道 63
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テレメトリ・コマンド 87
電界吸収変調レーザ 69
透過ウィンドウ 108
透磁率 20
同相抑圧比 74
到来角度変動 113, 120
トータルドーズ効果 81
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二位相偏移変調 48

【は行】
ハウスキーピング運用 134
波長可変光源 80
波長可変レーザ 69
波面誤差 45
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ビーコンレス捕捉追尾方式  
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ビームワンダー 116, 119
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